
 
 

                                                 
     
 

           
 

 

☆ ☆ ☆ 今 月 の 税 務 メ モ ☆ ☆ ☆ 
 
１１１１．．．．１０月分源泉所得税の納付  納付期限・・・・・・１１月１０日 

２２２２．．．．９月決算法人の確定申告（法人税・消費税・法人事業税・法人住民税）   申告期限・・・・・・１２月１日 

３３３３．．．．３月決算法人の中間申告（法人税・消費税・法人事業税・法人住民税）  申告期限・・・・・・１２月１日 
４４４４．．．．１２月・３月・６月決算法人の消費税中間申告   申告期限・・・・・・１２月１日 
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マイカー等の通勤手当の非課税限度額を見直し 

 政府は１０月１７日、通勤手当の非課税限度額

を見直すための所得税法施行令の一部改正する政

令を出しました。 

見直しは、最近における通勤手当の支給の状況

等を踏まえ、所令２０条の２（非課税とされる通

勤手当）２号にある「通勤のため自転車その他の

交通用具を使用することを常例とする者」及び４

号にある「自転車」を「自動車」に改め、支給す

る通勤手当（１ヵ月あたり）の非課税限度額を引

き上げるものです。 

非課税限度額の改正内容は以下の通りです。 

①２ｋｍ未満 

全額課税で変更なし 

②２ｋｍ以上１０ｋｍ未満 

４１００円から４２００円に変更 

③１０ｋｍ以上１５ｋｍ未満 

６５００円から７１００円に変更 

④１５ｋｍ以上２５ｋｍ未満 

１１３００円から１２９００円に変更 

⑤２５ｋｍ以上３５ｋｍ未満 

１６１００円から１８７００円に変更 

⑥３５ｋｍ以上４５ｋｍ未満 

２０９００円から２４４００円に変更 

⑦４５ｋｍ以上 

・５５ｋｍ未満の場合、２４５００円から２８０

００円に変更 

・５５ｋｍ以上の場合、２４５００円から３１６

００円に変更 

この改正は、平成２６年１０月２０日に施行さ

れ、平成２６年４月１日以後平成２６年４月１日以後平成２６年４月１日以後平成２６年４月１日以後に支払われるべき通

勤手当（同日前に支払われるべき通勤手当の差額

として追加支給するものを除きます。）について適

用されます。 

 

法務省、相続法制の在り方を検討 

法務省では、相続法制の在り方の検討を進めて

います。 

非嫡出子の相続分を嫡出子の２分の１とする民

法の規定は違憲とする昨年９月の最高裁判決を受

け、国税庁は相続税の取扱いを示し、１２月には

民法改正も行われました。この民法改正の際に、

法律婚を尊重する国民意識が損なわれるのではな

いか、配偶者を保護するための措置を併せて講ず

べきではないかといった様々な問題が提起された

ことから、ワーキングチームを設置し本年 1 月か

ら相続法制の在り方の検討を重ねています。 

①法律婚の尊重という視点から配偶者の法定相

続分の見直し、②配偶者の父母の介護等をした者

は父母が死亡しても相続人にはならないため、貢

献を反映させる方法の検討、③特定の相続人に家

業を承継させるために遺言をしても遺留分制度が

あるためにその意思が実現しないことへの対策、

などを問題点として検討しています。 

相続法制での法定相続分の見直しは相続税制に、

遺留分の見直しは事業承継法制に影響することか

ら、これらについても検討すべき点があるのでは

ないかとしています。 


